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2024/12/31 2025/9/30 2025/10/24
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 39,894.54 44,932.63 49,299.65 49,945.95 2025/10/21 25,661.89 2023/1/4
NYダウ ﾄﾞﾙ 42,544.22 46,397.89 47,207.12 47,326.73 2025/10/24 31,423.53 2022/10/25
円/ﾄﾞﾙ 円 157.20 147.90 152.86 161.95 2024/7/3 127.23 2023/1/16

　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、高市新政権への期待に加えて、日米欧の金融政策イベントを無難に通過することで、堅調に推移するとみます。

先週21日、高市自民党総裁が第104代首相に就任し、同日に高市内閣が発足しました。週末に行われた各報道機関の調査では、新

政権の支持率は概ね60％台後半から70％と高水準にあり、しばらくは新政権の政策に対する期待が株価の押し上げ材料に働くとみ

ます。また、今週は、28-29日はFOMCが、29-30日は日銀金融政策決定会合が、30日はECB政策理事会が開催されます。日銀

とECBは現状政策が据え置かれ、FOMCでは0.25％の利下げが実施されることが見込まれています。ただ、FOMCにおいて、バ

ランスシート政策における量的引き締め（QT）を近く終了する方針が決定されれば、利下げに加えてリスク資産全般にプラスに働

くとみています。また、日銀会合後の記者会見では、植田総裁が米関税政策の影響を見極めるため利上げに慎重な姿勢を示せば、金

融緩和環境が維持されるとの見方から、一定の安心感が広がるとみます。なお、31日から始まるAPEC首脳会議に合わせて、米中

首脳会談が開催される予定であり、貿易や安全保障に関する協議の行方について、注目されます。その他の注目材料として、日本で

は31日の失業率、東京都区部CPI、鉱工業生産、米国では28日の消費者信頼感指数、30日のGDP速報値、欧州では30日のGDP

速報値、ドイツでは27日のIFO企業景況感、中国では31日の製造業/非製造業PMIなどが挙げられます。
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～ 高市新政権への期待に加えて、日米欧の金融政策イベントを無難に通過することで、

堅調に推移 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するものではあり

ません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過去の実績

であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定はお客様ご自身

の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

（注）チャートは過去1年

週刊日本株レポート （10/27～10/31）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

商号等 ：朝日ライフ アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

先週の日本株市場は、日経平均が+1,717.50円（+3.61％）、TOPIXが+99.01ポイント（+3.12％）となり、米中貿易懸念と国

内の政治的不透明感の後退を背景に上昇しました。業種別でみると鉱業、輸送用機器、ガラス・土石製品、建設業、石油・石炭製

品などの全業種が上昇しました。

20日は、日本維新の会の吉村代表が自民党との連立政権を樹立する方針を示したと報じられ、自民党の高市総裁が首相に選ばれる

ことがほぼ確実となりました。政治的不透明感が後退したことに加えて、先々週末のトランプ米大統領の発言を受けた米中貿易懸

念の緩和への期待などを背景に、大幅上昇しました。21日から22日にかけては、引き続き国内の政治的不透明感と米中貿易懸念

の後退が好感され、続伸しました。23日は、前日にトランプ米政権が中国のレアアース輸出規制に対抗して、米国製ソフトウェア

の対中輸出規制を検討していると伝わったことで、米中貿易懸念が再燃したことから、4営業日ぶりに反落しました。24日は、ト

ランプ米大統領と中国の習近平国家主席が今月末に会談する見通しと報じられたことを受けて米中貿易懸念が後退したことや、為

替が円安進行したことなどから、反発して引けました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 米中貿易懸念と国内の政治的不透明感の後退を背景に上昇 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 高市新政権への期待に加えて、日米欧の金融政策イベントを無難に通過するこ

とで、堅調に推移 ～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回

日本 トランプ米大統領が来日(29日まで)
中国 工業利益（前年比） 9月 +20.4%
ドイツ IFO企業景況感指数 10月 87.7

消費者信頼感指数 10月 94.2
FOMC（米連邦公開市場委員会）（29日まで）

10月29日 Wed 日本 日本銀行、金融政策決定会合（30日まで）
失業率 9月 6.3%
GDP（国内総生産）速報値（前期比） 7-9月期 +0.1%
ECB政策理事会

米国 GDP速報値（前期比年率） 7-9月期 +3.8%
失業率 9月 2.6%
東京都区部CPI（消費者物価指数）(除生鮮ｴﾈ/前年比) 10月 +2.5%
鉱工業生産（前月比） 9月 ▲1.5%
製造業PMI（購買担当者景気指数） 10月 49.8
非製造業PMI 10月 50.0

欧州 CPI（除食品・エネルギー・たばこ/前年比） 10月 +2.4%
米国 PCE（個人消費支出）価格指数（前年比） 9月 +2.7%
国際 APEC（アジア太平洋経済協力会議）首脳会議が韓国・慶州で開催

国内 決算発表　：

海外 決算発表　：
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注意：米国の政府機関の一部閉鎖に伴い、米国経済指標の発表日が変更になる可能性があります。

10/27 NXPｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰｽﾞ 10/28 ﾍﾟｲﾊﾟﾙ､ﾋﾞｻﾞ､HSBCﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､BNPﾊﾟﾘﾊﾞ、ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ 10/29 ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､
ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ､ﾒﾀ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ､ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽ､ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ､ｷｬﾀﾋﾟﾗｰ､ﾍﾞﾗｲｿﾞﾝ､ｸﾗﾌﾄ･ﾊｲﾝﾂ､UBSｸﾞﾙｰﾌﾟ､ｴｱﾊﾞｽ､ｱ
ﾃﾞｨﾀﾞｽ､ﾒﾙｾﾃﾞｽ･ﾍﾞﾝﾂｸﾞﾙｰﾌﾟ､SKﾊｲﾆｯｸｽ 10/30 ｱﾏｿﾞﾝ､ｱｯﾌﾟﾙ､ｺｲﾝﾍﾞｰｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ､ｲｰﾗｲﾘﾘｰ､ﾒﾙｸ､ｽﾀﾝ
ﾀﾞｰﾄﾞﾁｬｰﾀｰﾄﾞ､ｼｪﾙ､ﾌｫﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ､ｿｼｴﾃ･ｼﾞｪﾈﾗﾙ､ｻﾑｽﾝ電子､BYD 10/31 ｼｪﾌﾞﾛﾝ､ｴｸｿﾝﾓｰﾋﾞﾙ

10/27 ｷﾔﾉﾝ､塩野義製薬､日東電工 10/28 ﾋｭｰﾘｯｸ､ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ､日立建機､きんでん､ｵｰﾋﾞｯｸ､野村HD､ｼ
ﾏﾉ､中部電力 10/29 日本取引所､東京ｶﾞｽ､ｺﾏﾂ､JR東海､SCSK､日本電気、ｶﾌﾟｺﾝ､ﾃﾞｨｽｺ､ｷｰｴﾝｽ 10/30
ﾙﾈｻｽ､小野薬､日本航空､双日､日本酸素HD､大阪ｶﾞｽ､京ｾﾗ､日本たばこ産業､野村不HD､ﾔﾏﾄHD､協和
ｷﾘﾝ､ﾊﾟﾅｿﾆｯｸHD､武田薬品､ANAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､Monot､阪急阪神H､積水化学工業、ｱｽﾃﾗｽ､富士通､日
立、富士電機､ｺﾅﾐG､JR東日本､ｲﾋﾞﾃﾞﾝ､関西電力､東電HD､ｵﾘﾗﾝﾄﾞ 10/31 ﾃﾞﾝｿｰ､三和HD､大東建､豊田
織機､東洋水産､ｱｲｼﾝ､住友商事､第一三共､関電工､大塚HD､HOYA､三菱ｹﾐG､村田製作所､住友電工､
豊田通商､住友林業､大塚商会､TDK､ﾌｧﾅｯｸ､Zozo､TIS､三菱電機､東京ﾒﾄﾛ､ｽｸﾘﾝH､ﾏｷﾀ､東京ｴﾚｸ

10月31日
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